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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第　 12 　期 第　 13 　期 第　 14 　期 第　 15 　期 第　 16 　期
決算年月 平成19年2月 平成20年2月 平成21年2月 平成22年2月 平成23年2月

売上高 （千円） 2,234,6532,412,3322,642,4693,249,9623,076,534

経常利益 （千円） 163,041 67,954 49,493 30,258 69,587

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） 109,223 19,449 20,075 △7,344 27,301

純資産額 （千円） 933,710 934,599 863,631 841,624 861,485

総資産額 （千円） 1,165,4861,197,7841,156,4311,207,5081,155,457

１株当たり純資産額 （円） 52,698.4452,748.5758,898.6857,397.8158,752.34

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

（円） 6,164.571,097.721,146.44△500.87 1,861.91

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 6,162.51 － － － －

自己資本比率 （％） 80.1 78.0 74.7 69.7 74.6

自己資本利益率 （％） 12.4 2.1 2.2 △0.9 3.2

株価収益率 （倍） 13.07 20.68 17.45 △37.14 15.20

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 123,081 26,377 9,829 77,891 3,329

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △37,531 △38,901 △6,607 90 △18,230

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △74,587 △17,435 △90,498 △14,554 △7,242

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 628,642 598,683 511,408 574,837 552,371

従業員数 （人） 195 253 268 247 259

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、平成18年９月１日付で１株につき３株の割合をもって、株式分割を行っております。

３．第13期、第14期及び第16期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在していないため記載しておりません。

４．第15期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、

当期純損失を計上しているため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第　 12 　期 第　 13 　期 第　 14 　期 第　 15 　期 第　 16 　期
決算年月 平成19年2月 平成20年2月 平成21年2月 平成22年2月 平成23年2月

売上高 （千円） 1,584,1352,260,3822,243,0532,948,0892,987,798

経常利益 （千円） 142,037 68,945 33,004 44,260 92,474

当期純利益 （千円） 78,279 54,290 4,384 10,794 41,491

資本金 （千円） 326,200 326,200 326,200 326,200 326,200

発行済株式総数 （株） 17,718 17,718 17,718 17,718 17,718

純資産額 （千円） 900,349 936,395 849,736 845,867 880,026

総資産額 （千円） 1,080,3101,152,5441,078,5931,188,9041,169,185

１株当たり純資産額 （円） 50,815.5152,849.9357,951.0457,687.1860,016.84

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

（円）
1,000

(－)

1,000

(－)

1,000

(－)

500

(－)

1,000

(－)

１株当たり当期純利益金

額
（円） 4,418.063,064.15 250.37 736.14 2,829.66

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 4,416.58 － － － －

自己資本比率 （％） 83.3 81.2 78.8 71.1 75.3

自己資本利益率 （％） 9.1 5.9 0.5 1.3 4.8

株価収益率 （倍） 18.24 7.41 79.88 25.27 10.00

配当性向 （％） 22.6 32.6 399.4 67.9 35.3

従業員数 （人） 130 213 227 214 245

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、平成18年９月１日付で１株につき３株の割合をもって、株式分割を行っております。

３．第13期、第14期、第15期及び第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在していないため記載しておりません。
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２【沿革】
年月 事項

平成　７年　　３月 大阪市西区靭本町において、マルチメディア・システム企画営業を目的として株式会社ジェイエ

ムネットを資本金1,000万円をもって設立

平成　７年　１０月 半導体製造装置のエンジニアリングサービス事業（半導体事業）を開始

平成　８年　　９月 受託開発を主体としたＩＴ事業を開始

平成１１年　　３月 ソフトウェア開発部門を分社化し、大信情報システム株式会社と共同で株式会社ジェイエムソフ

トを資本金30,000千円で大阪市北区西天満に設立（当社出資比率60％）

平成１１年　　７月 福岡事業所（福岡市博多区）を開設

平成１２年　　３月 東京事業所（東京都八王子市）を開設

平成１２年　　８月 株式会社ジェイエムソフトを当社100％の子会社とする

平成１３年　　２月 ソフトウェア開発部門の統合を図るため、株式会社ジェイエムソフトを吸収合併

平成１３年　１０月 システムＬＳＩ事業（半導体事業）を開始

平成１３年　１１月 事業拡大に伴い、本社を福岡市博多区に移転、福岡事業所を本社とする、旧大阪本社を大阪ＩＴセ

ンターとする

平成１４年　　２月 大分テクノロジーセンター（大分県別府市）を開設、東京事業所を東京都千代田区に移転し東京

事業本部とする、大阪ＩＴセンターを大阪市西区に移転

平成１４年　　６月 事業拡大に伴い、本社を福岡市博多区博多駅前二丁目に移転

平成１５年　　９月 大阪ＩＴセンターを大阪市北区に移転し大阪出張所とする

平成１６年　　３月 事業拡大に伴い、本社を福岡市博多区下川端町に移転、大分テクノロジーセンターを大分県別府

市餅ケ浜町に移転

平成１６年　１１月 福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場に株式を上場、資本金を213,700千円に増資

平成１７年　　６月 大阪出張所を移転し、大阪営業所（大阪市淀川区）とする 

平成１７年　　８月 大信情報システム株式会社の株式を取得し、当社の100％子会社とする 

平成１７年　１１月 子会社である大信情報システム株式会社の商号を、株式会社ジェイエムソリューションズに変更

平成１８年　　２月 システムＬＳＩ部門の整理・統合のため、北九州ラボラトリ（北九州市若松区）を閉鎖 

平成１８年　１２月 事業拡大に伴い、四日市事業所（三重県四日市市）を開設

平成１９年　　３月 連結子会社であった株式会社ジェイエムソリューションズを吸収合併し、商号をジェイエムテク

ノロジー株式会社へ変更

平成１９年　　８月 飯田橋事業所（東京都千代田区）を閉鎖し、新宿事業所に統合

 四日市事業所を移転し、名古屋事業所（愛知県名古屋市）とする

平成１９年　　９月 株式会社ソフトラインの株式を取得し、当社の100％子会社とする 

平成２０年　　１月 システムＬＳＩ部門の整理・統合のため、大分事業所（大分県別府市）を閉鎖 

平成２０年　　２月 ＩＴ事業の集約化のため、名古屋事業所（愛知県名古屋市）を閉鎖 

平成２０年　　３月 事業拡大に伴い、広島事業所（広島県東広島市）を開設

平成２０年　　６月

平成２１年　　３月

新宿事業所を移転し、東京事業所（東京都渋谷区）とする 

東京事業所を東京本社に改称し、二本社制に移行

平成２２年　　５月

平成２２年　　６月

シンガポールに100％子会社 JM Singapore IT Solutions Pte. Ltd. を設立

連結子会社であった株式会社ソフトラインを吸収合併　
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社と連結子会社１社で構成され、ＩＴインフラの構築・設計支援、ソフトウェアの設計・開発を中

心としたＩＴ事業と半導体製造装置の技術サービスを中心とした半導体事業を行っております。

企業集団の事業系統図は次のとおりであります。

各事業の内容は以下のとおりであります。

(1) ＩＴ事業

　当事業におきましては、ＩＴインフラの構築・設計支援、業務系を中心としたＷｅｂ系システムの開発、基盤系シ

ステムの開発、半導体通信制御システムの開発、ＦＡ・生産管理システムの開発、ソフトウェアに関する要員派遣、

一般人材派遣等を行っております。

(2) 半導体事業

　当事業におきましては、国内半導体メーカーの工場における半導体製造装置の立ち上げ、保守、メンテナンス等の

カスタマーサービス業務、半導体製造装置に関する部品の修理・販売を行っております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

JM Singapore IT

Solutions Pte.

Ltd.

 シンガポール
350,000シンガ

ポールドル
 ＩＴ事業 100

当社システムの販売

役員の兼任１名

従業員の出向１名

 　（注）有価証券届出書又は有価証券報告書を提出する会社はありません。

　

５【従業員の状況】

　(1）連結会社の状況

 平成23年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

 ＩＴ事業 179     

 半導体事業 63     

 全社（共通） 17     

合計 259     

　（注）１．従業員数は就業人員（常用パートを含み、使用人兼務役員及び当社グループからグループ外への出向者を除

く。)であります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

(2) 提出会社の状況

 平成23年２月28日現在

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

      245人 　　　    33才8ヶ月    　　6年3ヶ月  4,663千円

　（注）１．従業員数は就業人員（常用パートを含み、当社から社外への出向者を除く。）であります。

２．従業員数が前事業年度末に比べ31名増加しましたのは、ＩＴ事業を行う連結子会社でありました株式会社ソ

フトラインを平成22年６月１日付で提出会社に吸収合併したこと等によるものであります。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

当社グループには労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国の経済成長に支えられた輸出拡大等により、企業収益や個人消費に一

部回復の兆しが見られるものの、米国経済の減速懸念に起因する円高推移や厳しい雇用情勢などの影響から、依然と

して先行き不透明な状況にあります。

　情報システム業界におきましては、顧客の情報化投資の縮小や延期等、設備投資を抑制する動きが続いており、受注

環境は依然として厳しい状況にあります。

　半導体業界におきましては、パソコンやデジタル家電の需要回復を背景に、半導体メーカーの生産に回復の兆しが見

られるものの、設備投資が本格的に回復するまでには至っていません。

　このような状況のもと、当社グループは積極的な受注活動を行うとともに、各種経費の見直し・削減に努め、厳しい

状況を乗り越えるべく対応を行いました。

　以上の結果、売上高は3,076,534千円（前年同期比5.3％減）、営業利益は62,230千円（前年同期比131.7％増）、経常

利益は69,587千円（前年同期比130.0％増）、当期純利益は27,301千円（前年同期は当期純損失7,344千円）となりま

した。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。　

① ＩＴ事業

　ＩＴ事業につきましては、ＩＴインフラの構築・設計支援、業務系を中心としたＷｅｂ系システムの開発等の分野を

中心に、既存の顧客との取引拡大に注力いたしました。

　また、100％子会社であった株式会社ソフトラインを吸収合併し、グループ内の人材・情報の一元化と経営資源の効

率的活用を図るとともに、シンガポールに子会社 JM Singapore IT Solutions Pte. Ltd. を設立し、アジア市場にお

ける事業展開を開始いたしました。

　しかしながら、景気の先行き不透明感による顧客の情報化投資の縮小や、大型案件の終了等の影響により、売上高は

2,009,478千円（前年同期比20.1％減）、シンガポールにおける子会社の設立、市場調査・開拓など、海外事業開始に

ともなう初期的費用の計上等により、営業利益は143,343千円（前年同期比15.2％減）となりました。

　

②　半導体事業

　半導体事業につきましては、引き続きアプライドマテリアルズジャパン株式会社からの受注の確保を図るとともに、

国内半導体メーカーからの直受け業務の拡大や部品販売等の強化に注力いたしました。その結果、売上高は1,067,056

千円（前年同期比45.0％増）、営業利益は131,433千円（前年同期比72.8％増）となりました。

　

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末から22,465千円減

少し、552,371千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の営業活動の結果、得られた資金は3,329千円（前年同期は77,891千円）となりました。これは税金

等調整前当期純利益63,483千円に対し、減価償却費12,866千円、のれん償却額8,814千円、売上債権の減少額26,691千

円、未払消費税等の増加額8,927千円、役員退職慰労引当金の減少額10,000千円、たな卸資産の増加額15,537千円、未払

金の減少額66,696千円、法人税等の支払額30,560千円等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の投資活動の結果、使用した資金は18,230千円（前年同期は90千円の獲得）となりました。これは有

形固定資産の取得による支出10,152千円、無形固定資産の取得による支出3,657千円、投資有価証券の取得による支出

5,000千円等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　当連結会計年度の財務活動の結果、使用した資金は7,242千円（前年同期は14,554千円）となりました。これは、配当

金の支払額7,242千円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

前年同期比（％）

ＩＴ事業（千円） 1,676,358 77.6

半導体事業（千円） 851,587 143.0

合計（千円） 2,527,945 91.7

　（注）１．金額は製造原価によっております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 仕入実績

　当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

前年同期比（％）

ＩＴ事業（千円） 2,597 98.8

半導体事業（千円） 87,465 146.5

合計 90,063 144.5

　（注）１．金額は仕入価格によっております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．上記金額のうち、81,633千円を売上高と相殺して表示しております。

(3) 受注状況

　当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ＩＴ事業 1,868,677 74.8 322,079 123.5

半導体事業 1,064,047 130.7 142,081 101.8

合計 2,932,725 88.5 464,161 115.9

 　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4) 販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

前年同期比（％）

ＩＴ事業（千円） 2,009,478 79.9

半導体事業（千円） 1,067,056 145.0

合計（千円） 3,076,534 94.7

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

 

 
相手先

前連結会計年度
（自　平成21年3月１日
至　平成22年2月28日）

当連結会計年度
（自　平成22年3月１日
至　平成23年2月28日）

 金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

アプライドマテリアルズジャパン株式会社 652,739 20.1 903,401 29.4

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 1,352,933 41.6 692,105 22.5

ドコモ・システムズ株式会社 335,361 10.3 534,142 17.4
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３【対処すべき課題】

(1) ＩＴ事業

　当社グループは、変化と競争の激しい情報システム業界を勝ち抜いていくためには、競合他社との差別化を図る必

要があると考えております。そのために当社グループでは、下記の項目に取り組んでまいります。

①　事業領域の選択と集中

　ＩＴインフラの構築・設計支援、業務系を中心としたＷｅｂ系システムの開発等の分野に経営資源を注力するこ

とにより付加価値の高いサービスの提供を行い、競合他社との差別化を図ってまいります。

②　人材の確保・育成

　当社グループは、高度化する顧客ニーズに対応した技術サービスの提供を行っていくためには、優秀な人材の確

保・育成を図る必要があると考えております。当社グループでは、引き続き優秀な技術者の確保に努めるととも

に、研修制度等の充実により人材の強化・育成を行い、個々の技術者が最大限に能力を発揮できるような環境作り

を行ってまいります。

③　社外協力体制の確立

　当社グループは、開発期間の短縮、コスト競争力確保等の観点から、優秀な協力会社の確保を行う必要があると考

えており、今後当社グループでは、国内外を問わず、優秀な協力会社の整備・強化を実施してまいります。

　

(2) 半導体事業

　半導体事業におきましては、安定した受注の確保を行うとともに、付加価値の高い技術サービスの提供を行うこと

により、競合他社との差別化を図っていく必要があると考えております。そのために当社では、下記の項目に取り組

んでまいります。

①　人材の確保・育成

　高度な技術力に基づいた半導体関連の技術サービスの提供を行っていくためには、優秀な技術者の確保、育成並

びに定着を図ることが重要であると認識しております。この課題に対処するため、当社は、優秀な技術者の確保を

行うとともに、社内研修制度の強化・確立により熟練技術者のノウハウの共有化を図り、各エンジニアの技術レベ

ルの向上に努めてまいります。

②　収益基盤の強化・拡充

　部品やソフトウェア等の半導体製造装置関連の周辺サービスの拡充を図るとともに、国内半導体メーカーからの

直受け業務の拡大により、収益基盤の強化・拡充を図ってまいります。

　

４【事業等のリスク】

　　以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しておりま

す。また、当社グループとしては必ずしも事業上のリスク要因となるとは考えていない事項についても投資判断の上で

あるいは当社グループの事業活動を理解するために重要と考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点

から積極的に記載しております。なお、当社はこれらのリスク発生の可能性を認識し、発生の回避及び発生した場合の対

応に努める所存でありますが、当社株式に関する投資判断は本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて慎重に検討

した上で行われる必要があります。

　　なお、記載事項のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) ＩＴ事業における事業環境について

　　①　技術革新が業績に与える影響について

　当社グループのＩＴ事業が事業展開している情報システム業界におきましては、技術革新が激しく、業界標準及び

利用者のニーズも急速に変化し、新技術、新サービスが相次いで登場しております。当社グループでは新技術への対

応に支障がでることのないように市場の動向を的確にとらえ、新技術、新サービスに対する情報収集及び研究開発に

注力しておりますが、当社グループがこうした技術革新に的確に対応できず、提供するサービスが陳腐化する等して

顧客からの要請に応えられなくなった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

  ②　競合について

　情報システム業界は、装置産業に比べ一般に参入障壁が低く、類似の技術や商品の開発も比較的容易であるうえ、事

業再編の一環から大手コンピュータメーカーをはじめとする多様な業界からの市場参入も多く、競合会社の増加に

より製品・サービス等の品質や価格面における競争が激しくなる可能性があります。当社グループでは、ＩＴインフ

ラの構築・設計支援、業務系を中心としたＷｅｂ系システムの開発等の分野を中心に事業展開を進めることにより、

競合会社との差別化を図っております。しかしながら、当該分野の競合会社の増加等により競争が激しくなった場

合、売上高の減少や利益率の低下等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) ＩＴ事業におけるシステムの不具合について

　当社グループは過去において、当社グループが開発・構築・提供したシステムに関し、ユーザー等から製造物責任

法や瑕疵担保責任に関する訴訟を提起されたことはなく、その他、当社グループに責務のある不具合による損害賠償
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請求等の訴訟を提起された事実もありません。

　しかしながら、ユーザー等に損害を与えかねないシステムの提供を完全に回避しうるという保証をすることはでき

ず、当社グループが提供するシステムに不具合が発生した場合、その不具合を修正するための費用の発生や、多額の

損害賠償債務の発生、当社グループの事業に対する信用が低下すること等により、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

(3) 情報のセキュリティ管理について

　当社グループは派遣契約、請負契約により顧客企業から業務を受注しており、顧客のビジネス上・技術上の重要機

密に日常的に接しております。当社グループでは、顧客情報の取扱いに細心の注意を払っておりますが、万一情報漏

洩が発生した場合には、顧客からクレームを受け、契約の解除や損害賠償債務の発生、当社グループの事業に対する

信用が低下すること等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 検収時期の遅延等による業績への影響について

　当社グループでは、ＩＴインフラの構築やソフトウェア開発の売上高を発注者の検収があった時点で計上しており

ます。従って、大規模なＩＴインフラの構築やソフトウェアの開発において、納品の遅れや仕様の変更等により検収

時期が遅れた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

(5) 特定の取引先への依存度が高いことについて

　当社グループは、売上高のうちアプライドマテリアルズジャパン㈱、伊藤忠テクノソリューションズ㈱、ドコモ・シ

ステムズ㈱への売上高の割合が高くなっており、その状況は以下のとおりであります。

　現在、当社グループと上記３社との関係は友好的なものとなっておりますが、契約形態が長期の契約でないことか

ら今後も継続的に受注を獲得できるという保証はなく、何らかの理由により取引が減少した場合、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。

相手先

当連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

金額（千円） 割合（％）

アプライドマテリアルズジャパン㈱ 903,401 29.4

伊藤忠テクノソリューションズ㈱ 692,105 22.5

ドコモ・システムズ㈱ 534,142 17.4

その他顧客 946,885 30.7

合計 3,076,534 100.0

 (6) 国内半導体メーカーの設備投資の動向が業績に与える影響について

　半導体事業は、半導体製造装置の立ち上げ、保守、メンテナンスや半導体製造装置関連の部品販売等を行っており、

国内半導体メーカーの設備投資動向が半導体事業の受注に影響を与える可能性があります。

　半導体産業は、巨額の設備投資を必要とする装置産業であり、技術革新の激しさから投資リスクが非常に高く、シリ

コンサイクルという独特な景気循環を繰り返しております。国内半導体メーカーの設備投資動向も、このシリコンサ

イクルに左右され、不況期に設備投資の抑制、生産・在庫調整等が行われた場合には、当社グループの業績その他に

大きな影響を及ぼす可能性があります。

　

　(7) 知的財産権について

 　 ①  知的財産権に対する方針について

　当社グループは、知的財産権として特許を重視しており、必要な特許に関しては積極的に申請・取得を行う方針で

あります。

　　②　第三者の知的財産権侵害の可能性について

　当社グループは、当社グループの技術・サービス等が第三者の持つ特許権、商標権等の知的財産権を侵害しないよ

う細心の注意を払っており、過去においてそのような訴訟を提起された事実はありません。しかしながら、当社グ

ループの事業に関連する知的財産権が第三者に成立した場合、又は当社グループの認識していない当社グループの

事業に関連する知的財産権が既に存在した場合においては、第三者の知的財産権を当社グループが侵害したとの主

張に基づく訴訟を提起される可能性があります。

　当該訴訟において当社グループが敗訴した場合、多額の損害賠償債務が発生する可能性があるほか、当該サービス

の提供等が差し止められ、権利者への対価の支払義務等が生じる可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

　

 (8) 新規事業、投融資について
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当社グループは業容の拡大を図るため新規事業の立ち上げを行っていくほか、Ｍ＆Ａ、業務・資本提携、投融資

等を積極的に行うことにより、既存事業との相乗効果を高めながら更なる成長の確立を目指していく方針でありま

す。

　しかしながら新規事業の展開にあたっては、当社グループの提供するサービスや製品が市場に受け入れられない

等、予期せぬ事態の発生や様々な外部要因の変化により、計画の大幅な変更、遅延、中止等の可能性があります。

　また、当該新規事業や今後のＭ＆Ａ、業務・資本提携、投融資等による業容の拡大・収益性の向上について、当

社グループの業績に与える影響を確実に予測することは不可能であり、投下資本を回収できない可能性もあります。

このような場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

（9）法的規制について

当社グループは事業内容の一部において人材派遣を行っております。このため当社は「労働者派遣事業の適正な

運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」（以下「労働者派遣法」という。）の規制を受けて

おります。

その他、当社は職業安定法に基づく有料職業紹介事業の許可を厚生労働大臣より受けております（許可番号：40-

ユ-010174、有効期限：平成25年12月31日）。

これらについて法改正がなされ、規制が強化された場合若しくは当社グループが規制に抵触することとなった場

合には、当社グループの事業活動が制限される可能性があります。

　

(10) 当社の事業体制について

①  人材の確保について

　当社グループは、高度な技術力に基づいた技術サービスの提供を行なっていくうえで、サービスの品質、技術開発力

の双方から、優秀な技術者の採用、育成並びに定着を図ることが重要であると認識しております。

　今後も積極的に技術者の採用、育成に努めていく方針でありますが、当社グループが必要とする優秀な技術者を十

分に確保できない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

②　内部管理体制について

　当社グループは、平成23年２月28日現在において、従業員259名の組織であり、管理体制も現状の組織規模に応じた

ものになっております。今後の事業拡大と業務量の増加に備え、さらなる人員増強と管理体制の充実を図る方針であ

ります。しかしながら、当社グループの現人員の著しい流出が発生したり、人員の確保及び育成、管理体制の強化が順

調に進まなかった場合は、適切な組織的対応ができず、当社グループの事業展開を図るうえで影響を及ぼす可能性が

あります。

　

（11）海外事業について

　当社グループは事業戦略の一環として海外市場での事業展開を進めており、シンガポールに子会社を有しておりま

す。当社グループの海外事業は、為替などの経済動向、予期しない法律又は規制の変更、文化や慣習の相違から生ずる

労務問題、政治的・社会的変動など、さまざまな要因の影響下にあり、これらのリスクが顕在化した場合、当社グルー

プの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。

　

５【経営上の重要な契約等】

   該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　当社グループのＩＴ事業が事業展開している情報システム業界におきましては、技術革新が激しく、業界標準及び利

用者のニーズも急速に変化し、新技術、新サービスが相次いで登場しております。当社グループでは市場の動向を的確

にとらえ、競合他社との差別化を図ることができる付加価値の高い製品・サービスを提供するため、新技術、新サービ

スに対する研究開発に注力しております。

　当連結会計年度における当社グループの研究開発費の総額は32,984千円であり、これは、ＩＴ事業における販売目的

の製品開発によるものであります。　

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

　当連結会計年度における総資産は1,155,457千円、負債は293,971千円、純資産は861,485千円となりました。

①　流動資産

　当連結会計年度末における流動資産の残高は、1,027,664千円（前連結会計年度末は1,071,342千円）であり、そ

の主な内訳は、現金及び預金552,371千円、受取手形及び売掛金380,842千円、仕掛品59,658千円であります。　

②　固定資産
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　当連結会計年度末における固定資産の残高は、127,792千円（前連結会計年度末は136,166千円）であり、その主

な内訳は、パソコンをはじめとした工具、器具及び備品10,198千円、連結子会社の吸収合併に伴い発生したのれん

52,008千円、事業所等の差入保証金40,223千円であります。

③　流動負債

　当連結会計年度末における流動負債の残高は、293,971千円（前連結会計年度末は365,027千円）であり、その主

な内訳は、未払金142,517千円、未払費用96,760千円、未払法人税等21,345千円であります。

④　純資産

　当連結会計年度末における純資産の残高は、配当金の支払7,331千円、当期純利益27,301千円の計上により、

861,485千円となりました。

　

(2) 経営成績の分析

①　売上高

　当連結会計年度における売上高は3,076,534千円（前年同期比5.3％減）となりました。

　ＩＴ事業につきましては、ＩＴインフラの構築・設計支援、業務系を中心としたＷｅｂ系システムの開発等の分

野を中心に、既存の顧客との取引拡大に注力いたしましたが、景気の先行き不透明感による顧客の情報化投資の

縮小や、大型案件の終了等の影響により、売上高は2,009,478千円（前年同期比20.1％減）となりました。

　半導体事業につきましては、アプライドマテリアルズジャパン株式会社からの受注の確保を図るとともに、国内

半導体メーカーからの直受け業務の拡大や部品販売等の強化に注力いたしました結果、売上高は1,067,056千円

（前年同期比45.0％増）となりました。

 

②　売上原価、販売費及び一般管理費及び営業利益

　売上原価は2,495,229千円（前年同期比9.4％減）となりました。研究開発費32,984千円や、シンガポールにおけ

る子会社の設立、市場調査・開拓など、海外事業開始にともなう初期的費用の計上等により、販売費及び一般管理

費は519,074千円(前年同期比10.7％増）となり、営業利益は62,230千円（前年同期比131.7％増）となりました。

　

③　営業外損益及び経常利益

　営業外収益は補助金収入9,784千円等により10,465千円（前年同期比117.5％増）、営業外費用は事業所・社宅

の移転等に伴う賃貸契約解約損1,822千円等により3,108千円（前年同期比120.7％増）、経常利益は69,587千円

（前年同期比130.0％増）となりました。

　

④　特別損益

　特別利益は貸倒引当金戻入額970千円等により1,055千円、特別損失は投資有価証券評価損5,000千円等の計上に

より7,160千円（前年同期比33.3％減）となりました。

　

⑤　当期純利益

　以上の結果、当連結会計年度における当期純利益は27,301千円（前年同期は当期純損失7,344千円）となりまし

た。

　

(3) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度から22,465千円

減少し、552,371千円となりました。当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの分析につきましては、

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フロー」をご参照下さい。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度における当社グループの設備投資の総額は、13,772千円であり、その主要な内容は、事務所の内部

造作6,380千円、パソコン・サーバーの購入1,607千円、業務管理用ソフトウェアの購入3,657千円、営業用車両の購

入1,514千円であります。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

 平成23年2月28日現在

事業所名
(所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額
（千円） 従業

員数
(人)建物 車両運搬具

工具、器具
及び備品

合計

福岡本社

(福岡市博多区)
全事業部門 統括業務施設 1,511 2,839 5,969 10,320 64

東京本社

(東京都渋谷区)
全事業部門 統括業務施設 4,634 － 3,594 8,229 127

大阪事業所

(大阪市淀川区)
 半導体事業 統括業務施設 545 1,073 513 2,131 13

広島事業所

（広島県東広島市）
 半導体事業 統括業務施設 － － 283 283 15

長崎事務所

（長崎県諫早市）
 半導体事業 統括業務施設 － － 8 8 3

四日市事務所

（三重県四日市市）
 半導体事業 統括業務施設 － － 10 10 23

合　　　　　計 6,691 3,91210,379 20,983245

　（注）１．上記金額には消費税等を含めておりません。

　　　　２．上記の事業所は全て賃借中のものであり、年間の賃借料は47,211千円であります。

(2）在外子会社

　 平成22年12月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
 帳簿価額（千円） 従業

員数
（人）建物 合計

JM Singapore IT

Solutions Pte. Ltd.

 本社

 (シンガポール)
 ＩＴ事業 統括業務施設 2,586 2,586 13

 合　　　計 2,586 2,586 13

　（注）１．上記金額には消費税等を含めておりません。

２．上記の事業所は全て賃借中のものであり、年間の賃借料は3,385千円であります。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

　　特記すべき事項はありません。

　

(2）重要な設備の除却等

 　 特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,872

計 70,872

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成23年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年５月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,718 17,718
福岡証券取引所

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場）
（注）１，２

計 17,718 17,718 － －

（注）１．発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式

であります。

２．当社は単元株制度は採用しておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ19の規定に基づく特別決議による新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次

　　のとおりであります。

　平成13年６月20日臨時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成23年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成23年４月30日）

新株予約権の数（個） － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　30（注）１，２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 83,333（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自  平成15年６月21日

至　平成23年５月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格      83,333

資本組入額    41,667
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株引受権の譲渡、質入

及び一切の処分は認めな

いものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。

２．当社が、権利付与日後に株式分割又は発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合には、次の算式によ

り調整されます（1円未満の端数は四捨五入し、1株以下の端株はこれを切り捨てます。）。

  新規発行株式数×1株当たり払込金額

調整後権利行使価額 ＝ 調整前権利行使価額×
既発行株式数 ＋ 調整前権利行使価額

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

調整後付与株式数 ＝
調整前付与株式数×調整前権利行使価額

調整後権利行使価額

３．①被付与者は、本新株引受権の行使時において、当社の取締役又は従業員であることを要します。

②被付与者は、当社株券が店頭登録有価証券として日本証券業協会に登録され、又はいずれかの証券取引所に

上場された場合に限り、新株引受権を行使することができるものとします。

③新株引受権の譲渡、質入及び一切の処分は認めないものとします。

④新株引受権付与後、新株引受権を喪失することなく被付与者が死亡した場合には、その相続人による新株引

受権の行使は認めますが、権利行使可能な株式数、権利行使可能な期間その他の権利行使の条件については、

「新株引受権付与契約」に定めるところによるものとします。

⑤その他の細目等につきましては、当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与契約」に定めるとこ

ろによります。
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        ②　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

  　　平成17年５月18日定時株主総会決議（平成17年７月１日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成23年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成23年４月30日）

 新株予約権の数（個） 　 98（注）１，２，３ 　 97（注）１，２，３

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

 新株予約権の目的となる株式の種類          普通株式  同左 

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 294（注）２，３ 291（注）２，３

 新株予約権の行使時の払込金額（円） 126,184（注）４  同左 

 新株予約権の行使期間
自　平成19年７月２日

至　平成24年６月30日
 同左 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

 発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

  資本組入額

126,184

63,092
同左

 新株予約権の行使の条件

・新株予約権の割当を受けた

　者は、権利行使時において

　も、当社の取締役、監査役

  または従業員であることを

　要する。

・その他の行使の条件につい

　　  ては、本株主総会及び取

締

　役会決議に基づき、当社と　

　新株予約権の割当を受けた

　者との間で締結する契約に　

　定めるところによる。

 同左 

 新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は、これを

認めない。
 同左 

 代用払込みに関する事項  －  － 

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 

 （注）１．新株予約権１個当たりの株式数は、３株であります。

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、平成17年５月18日定時株主総会決議及び平成17年

７月１日取締役会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の

数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整されるも

のとします。なお、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていない新株予約権の目

的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものと

します。　

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割または株式併合の比率    
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４．①新株予約権の発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割または株式併合の比率

②新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処

分する場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。ただ

し、新株予約権及び「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法第280条ノ

19の規定に基づく新株引受権の行使による新株発行の場合は、行使価額の調整は行わないものとします。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

③新株予約権の発行日以後、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要と

するやむを得ない事情が生じたときは、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

 　　　　 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成18年９月1日 11,812 17,718 － 326,200 － 348,080

（注）株式分割（１：３）によるものであります。

　

（６）【所有者別状況】

 平成23年２月28日現在

区分

株式の状況
端株の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － 2 8 － － 412 422 －

所有株式数

（株）
－ － 7 230 － － 17,48117,718 －

所有株式数の

割合（％）
－ － 0.04 1.30 － － 98.66100.00 －

（注）自己株式3,055株は、「個人その他」に含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】

 平成23年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

植木　一夫 福岡市早良区 7,962 44.93

高田　成郎 大阪市北区 690 3.89

ジェイエムテクノロジー従業員持株会 福岡市博多区下川端町３番１号 578 3.26

鈴木　理 埼玉県坂戸市 416 2.34

上浦　國男 奈良県生駒市 378 2.13

若杉　精三郎　 大分県別府市 312 1.76

岩永　康徳 福岡市西区 240 1.35

渡邊　一正 大阪府豊中市 180 1.01

井上　雅典 神奈川県横須賀市 142 0.80

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪市北区中之島３丁目３番23号 120 0.67

細川　誠哉 東京都練馬区 120 0.67

計 － 11,138 62.86

（注）当社は、平成23年２月28日現在、自己株式3,055株（17.24％）を所有しており、上記大株主からは除外しておりま

す。

　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 3,055 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　14,663 14,663 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 17,718 － －

総株主の議決権 － 14,663 －

　

②【自己株式等】

 平成23年２月28日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ジェイエムテクノ

ロジー株式会社

福岡県福岡市博多区

下川端町３番１号
3,055 － 3,055 17.24

計 － 3,055 － 3,055 17.24
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は次のとおりであります。

①（平成13年６月20日臨時株主総会決議）

旧商法第280条ノ19の規定に基づき、平成13年６月20日現在在籍する当社使用人６名に対し新株引受権を付与

することを平成13年６月20日の臨時株主総会で特別決議されたものであります。

決議年月日 平成13年６月20日

付与対象者の区分及び人数（名） 　使用人　６（注）１．

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況①」に記載しております。

株式の数（株）   同上（注）２．

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（注）１．付与対象者は、臨時株主総会決議時においては使用人６名でありましたが、５名は退職により失権し、提出日

の前月末現在においては１名となっております。

２．新株発行予定株式数は、臨時株主総会決議時においては60株でありましたが、付与対象者の退職による失権

及び平成18年９月１日付で普通株式１株を３株に分割したことにより、提出日の前月末現在においては、30

株となっております。

②（平成17年５月18日定時株主総会決議）

決議年月日 平成17年５月18日

付与対象者の区分及び人数（名）        取締役３、監査役２及び使用人101（注）１．

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況②」に記載しております。

株式の数（株）            同上 （注）２．

新株予約権の行使時の払込金額（円）  　　　　　　　　　　　  同上

新株予約権の行使期間                        同上

新株予約権の行使の条件                        同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　　　　　　　　　　　 同上

代用払込みに関する事項                        同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項                        同上

（注）１．付与対象者は、取締役会付与決議時においては使用人101名でありましたが、58名は退職により失権し、提出

日の前月末現在においては43名となっております。

２．新株発行予定株式数は、取締役会付与決議時においては250株でありましたが、付与対象者の退職による失権

及び平成18年９月１日付で普通株式１株を３株に分割したことにより、提出日の前月末現在においては、291

株となっております。
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２【自己株式の取得等の状況】

   【株式の種類等】 普通株式

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　   該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　   該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　  該当事項はありません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

そ　の　他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 3,055 － 3,055 －
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３【配当政策】

　当社は、将来の事業展開に備え、財務基盤を磐石にすべく内部留保を充実させる等、経営体質の強化を図りつつ、株主の

皆様に対する利益還元を実施していくことを経営の重要課題と位置付けております。また、配当回数につきましては、期

末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、当社の経営成績及び財政状態等を総合的に勘案し、1,000円の配当を実施すること

といたしました。

　なお、当社は「取締役会の決議によって、毎年８月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権

者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当をすることができる。」旨を定款に定めております。

　今後におきましても、経営基盤をより強固なものにしつつ、株主の皆様に対する利益還元に努める所存であります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額

 平成23年５月19日

 定時株主総会決議
14,663 1,000

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期
決算年月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月 平成23年２月

最高（円）
373,000

□ 100,000
86,000 39,000 26,000 31,900

最低（円）
268,000

□ 78,100
21,900 16,400 16,900 18,380

（注）１．最高・最低株価は、福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場におけるものであります。

２．□印は、株式分割（平成18年９月１日に１株から３株）による権利落後の最高・最低株価を示しておりま

す。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年９月 10月 11月 12月 平成23年１月 ２月

最高（円） 29,000 28,500 28,800 28,200 31,900 31,700

最低（円） 21,500 25,000 25,200 25,500 25,600 26,800

（注）最高・最低株価は、福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

会長兼社長
 － 植木　一夫 昭和35年8月27日生

昭和56年 4月太平工業株式会社入社

昭和63年10月アプライドマテリアルズジャパン

株式会社入社

平成 5年 7月住友金属工業株式会社入社

平成 7年 3月当社設立　代表取締役社長

平成19年 3月当社取締役会長

平成20年 5月

平成22年 3月

当社代表取締役会長　

当社代表取締役会長兼社長兼情報

システム事業本部長

平成23年 3月当社代表取締役会長兼社長（現

任）

（注）３ 7,962

取締役副社長
半導体事

業本部長
橋立　雅樹　

昭和26年３月20日生

　

昭和48年 4月小松インターナショナル製造株式

会社（現株式会社小松製作所）入

社

昭和63年 3月アプライドマテリアルズジャパン

株式会社入社

平成15年 4月同社取締役

平成17年 8月同社監査役

平成20年 5月当社入社

平成21年 3月当社半導体事業本部長（現任）

平成21年 5月

平成22年 3月

当社取締役

当社取締役副社長（現任）

（注）３　 30

取締役  － 井上　雄介 昭和24年5月10日生

昭和48年 4月日本銀行入行

昭和60年 4月株式会社福岡シティ銀行（現株式

会社西日本シティ銀行）入行

昭和61年 6月同行取締役

平成 2年 6月同行常務取締役

平成 5年 6月同行代表取締役専務

平成 9年 6月同行代表取締役副頭取

平成15年 7月九州カード株式会社代表取締役会

長 

平成17年 6月九州債権回収株式会社顧問

平成17年 6月同社代表取締役会長（現任）

平成20年 5月当社取締役（現任）

（注）３ －

取締役  － 堀　　芳郎 昭和39年7月26日生

平成元年 9月青山監査法人入所

平成 7年 7月堀公認会計士事務所開設

平成12年 1月福岡監査法人設立代表社員（現

任）

平成22年 5月当社取締役（現任）

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役(常勤)  － 藤井　久男 昭和21年３月24日生

昭和42年 4月松下電器産業株式会社（現パナソ

ニック株式会社）入社

平成 7年 4月 神奈川ナショナル株式会社　代表取

締役社長

平成 8年 1月東北松下システム株式会社　専務取

締役

平成11年 2月千葉松下システム株式会社　代表取

締役社長

平成14年 4月株式会社ヒューマン・リソーセス

総合研究所入社　同社福岡支店長

平成16年 8月株式会社福岡サンパレス　代表取締

役社長

平成16年12月同社取締役管理本部長

平成19年 3月株式会社シノケングループ入社　経

営企画部コンプライアンス室長

平成23年 4月同社調査役（現任）

平成23年 5月当社監査役（現任）

（注）４ －

監査役  － 迎　　　博 昭和13年１月９日生

昭和35年 4月 株式会社福岡シティ銀行（現株式

会社西日本シティ銀行）入行

昭和58年12月同行企画部長

平成 4年 8月同行理事　調査室長

平成 7年 6月同行監査役

平成10年 6月同行顧問

平成18年11月当社入社

平成19年 5月当社監査役（現任）

平成19年10月株式会社ソフトライン監査役（当

社に吸収合併）

（注）４ －

計 7,992

 （注）１．取締役井上雄介及び取締役堀芳郎は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役藤井久男は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成23年５月19日開催の定時株主総会の終結の時から１年間。

４．平成23年５月19日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、コーポレート・ガバナンスとは、株主及び投資家重視の基本方針のもと、経営の健全性、透明性、効率性を

高め、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築することであると認識しております。

① 企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

　当社の取締役会は、常勤取締役２名、非常勤取締役２名の計４名で構成されております。また、当社は監査役制

度を採用しております。当社は、経営陣の不正防止及び経営陣に対する効果的な監視を行うため、取締役４名、

監査役２名のうち、社外取締役として２名、社外監査役として１名を登用し、経営監視機能の強化を図っており

ます。

　

ロ．当該体制を採用する理由

　当社は企業価値の最大化のためにはコーポレート・ガバナンスが必要不可欠なものであると捉えており、

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方に基づき、当社の企業規模、事業計画等を勘案して迅速な

意思決定を行える現在の体制を採用しております。

　

ハ．その他の企業統治に関する事項

（会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況）

　内部統制面につきましては、内部監査部門が監査役と連携し、各部門の業務遂行状況について定期的な監査を

実施しております。

　取締役会につきましては、毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会が開催され、迅速な意

思決定が行われております。取締役会は、経営の基本方針、法令で定められた事項及び経営に関する重要事項を

決定するとともに、業務執行面の監督機関としての役割を果たしております。

　監査役につきましては、取締役会その他の重要な会議への出席のほか、契約書・稟議書・議事録等の重要文書

の閲覧等により、取締役の職務執行状況について監査を行い、特に内部統制システムの整備状況の監査を重点

的に行っております。また、決算期においては、会計帳簿等の調査、計算書類及び附属明細書につき検討を加え

た上で監査報告書を作成しております。　

（リスク管理体制の整備の状況）

　各部門の長は職務権限規程に基づき付与された権限の範囲内で事業を遂行し、付与された権限を越える事業

を行う場合は、稟議規程等による許可を要し、許可された事業の遂行に係るリスクを管理しております。

　全社的なリスク管理を担当する部署を管理本部、リスク管理における総括責任者を管理本部長とし、各部門の

長と連携、情報の共有化を図ることにより全社横断的なリスク管理を行っております。 

　会計上の課題につきましては、有限責任あずさ監査法人に随時確認を行い、会計処理の適正性に努めておりま

す。法務面、税務につきましては、必要に応じて顧問契約を締結している法律事務所、税理士事務所より助言、指

導を受け、リスクの回避、早期発見、早期処理に努めております。

　また、内部監査部門は、各部門のリスク管理の状況について調査を行い、その結果を社長、管理本部長及び監査

役に報告しております。社長、管理本部長及び監査役は、当該報告に基づき、取締役会においてリスク管理体制

についての見直しを行い、問題点の把握と改善に努めることとしております。

　

ニ．責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度

額としております。また、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因と
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なった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　

② 内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査につきましては、社長が承認した監査計画書に基づき、内部監査部門（１名）が各部門の業務遂行状況

が法令、定款、経営方針、社内諸規程及び諸取扱要領に従い適正かつ効率的に行われているか否かを調査し、その

結果を社長に報告するとともに適切な助言、指導、勧告を行っております。

　監査役監査につきましては、監査計画書に基づき、取締役の職務執行状況等に関する監査を行い、特に法令遵守

体制、リスク管理体制、情報保存管理体制など内部統制システムの整備状況について、重点的に監査を行っており

ます。また、監査役は四半期に一度、会計監査を依頼している有限責任あずさ監査法人と情報を共有する機会を設

け、会計監査の質・効果・効率の向上を図るよう努めております。

　このほか、監査役と内部監査部門は親密に連携をすることで個々の監査を効率的かつ効果的に行うよう努めて

おります。

　

③ 会計監査の状況

　会計監査につきましては、有限責任あずさ監査法人と監査契約を締結し、金融商品取引法第193条の２第１項の

規定に基づく監査を受けております。なお、監査業務を執行した公認会計士は佐伯剛氏、淺野禎彦氏であり、監査

補助者は公認会計士３名、その他４名であります。

　なお、平成23年５月19日開催の取締役会において、平成23年３月１日から平成24年２月29日までの事業年度に関

する監査契約をあけぼの監査法人と締結することを決議しております。

　

④ 社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は井上雄介氏及び堀芳郎氏の２名、社外監査役は藤井久男氏の１名であります。　

　当社と社外取締役及び社外監査役との間には人的関係、資本関係及び取引関係その他利害関係はありません。

　社外取締役の井上雄介氏は、証券取引所の定めに基づく独立役員として取締役会等重要な会議に出席し、金融機

関の経営者として培ってきた知識や経験を活かして当社の経営全般に対する助言と監督を行っております。ま

た、社外取締役の堀芳郎氏は取締役会等重要な会議に出席し、監査法人の代表社員として培ってきた知識や経験

を活かして当社に財務及び会計や経営全般に対する助言と監督を行っております。

　社外監査役の藤井久男氏は取締役会等重要な会議に出席し、企業経営や管理業務の経験を活かして意見、監査を

行っており、経営陣の不正防止及び経営陣に対する効果的な監視が十分に機能していると認識しております。

　なお、社外取締役及び社外監査役は、内部監査部門、会計監査を依頼している有限責任あずさ監査法人と定期的

に意見交換を行っております。

　

⑤ 役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）　 対象となる

役員の員数
（人）

基本報酬
ストックオ

プション
賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

39,750　 39,750 － － － 4　　

監査役
(社外監査役を除く。)

3,600　 3,600 － － － 1　　

社外役員 6,600　 6,600 － － － 3　　

　

　ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めておりません。
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⑥ 株式の保有状況　

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　該当事項はありません。

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　該当事項はありません。

　

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　該当事項はありません。

　

⑦ 取締役の定数

　当社の取締役は、７名以内とする旨、定款に定めております。

　

⑧ 取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、累積投票によらない旨について定款に定めております。

　

⑨ 中間配当

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年８月31日を基準日として、中間配当を

行うことができる旨、定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためであります。

　

⑩ 自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨、

定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の実行を可能とするため、市場取引

等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

　

⑪ 取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む）の責任を法令の限度において免除するこ

とができる旨、定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、期待される役割を

十分に発揮できる環境を整備することを目的とするものであります。

　

⑫ 株主総会の特別決議要件

　当社は、より機動的な会社運営を行うことができるよう、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の

３分の２以上をもって行う旨、定款に定めております。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、より機動的な会社運営を行うことができる

ようにすることを目的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 15,000 － 15,000 －

連結子会社 － － － －

計 15,000 － 15,000 －

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、会社の規模、業務の特性等の要素を勘案して見積もられた監査予

定日数から算出された金額について、双方協議の上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成22年３月１日から平成23年２月28日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成22年３月１日から平成23年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年３月１日から平成22年２月

28日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）の財務諸表については、

あずさ監査法人により監査を受け、当連結会計年度（平成22年３月１日から平成23年２月28日まで）の連結財務諸表

及び当事業年度（平成22年３月１日から平成23年２月28日まで）の財務諸表については、有限責任あずさ監査法人に

より監査を受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任あずさ監査法人となっ

ております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入するとともに、監査法人との連携や各種セミナー等への積極的な参加を行っております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 574,837 552,371

受取手形及び売掛金 408,125 380,842

前払費用 17,952 18,765

商品及び製品 644 7,462

仕掛品 50,998 59,658

原材料及び貯蔵品 684 736

繰延税金資産 11,729 3,787

その他 10,994 5,134

貸倒引当金 △4,625 △1,094

流動資産合計 1,071,342 1,027,664

固定資産

有形固定資産

建物 9,183 14,063

減価償却累計額 △3,985 △4,786

建物（純額） 5,198 9,277

車両運搬具 12,787 12,254

減価償却累計額 △8,139 △8,341

車両運搬具（純額） 4,648 3,912

工具、器具及び備品 55,011 57,087

減価償却累計額 △40,451 △46,889

工具、器具及び備品（純額） 14,559 10,198

有形固定資産合計 24,406 23,388

無形固定資産

のれん 60,822 52,008

その他 5,677 7,044

無形固定資産合計 66,500 59,053

投資その他の資産

差入保証金 41,488 40,223

繰延税金資産 20 3,060

その他 4,250 6,283

貸倒引当金 △500 △4,216

投資その他の資産合計 45,259 45,351

固定資産合計 136,166 127,792

資産合計 1,207,508 1,155,457
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,075 6,588

未払金 209,589 142,517

未払法人税等 21,073 21,345

未払消費税等 4,093 12,997

未払費用 89,645 96,760

前受金 4,908 6,998

賞与引当金 5,788 －

役員退職慰労引当金 10,000 －

その他 6,854 6,763

流動負債合計 365,027 293,971

固定負債

その他 856 －

固定負債合計 856 －

負債合計 365,883 293,971

純資産の部

株主資本

資本金 326,200 326,200

資本剰余金 348,080 348,080

利益剰余金 240,416 260,386

自己株式 △73,072 △73,072

株主資本合計 841,624 861,593

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 － △108

評価・換算差額等合計 － △108

純資産合計 841,624 861,485

負債純資産合計 1,207,508 1,155,457
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

売上高 3,249,962 3,076,534

売上原価 2,754,312 2,495,229

売上総利益 495,650 581,305

販売費及び一般管理費 ※1
 468,793

※1
 519,074

営業利益 26,857 62,230

営業外収益

受取利息 820 368

受取配当金 19 －

助成金収入 3,737 －

補助金収入 － 9,784

雑収入 232 312

営業外収益合計 4,810 10,465

営業外費用

支払利息 － 117

賃貸契約解約損 1,083 1,822

支払手数料 325 793

為替差損 － 91

雑損失 － 283

営業外費用合計 1,408 3,108

経常利益 30,258 69,587

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 85

貸倒引当金戻入額 － 970

特別利益合計 － 1,055

特別損失

固定資産除却損 － ※3
 1,003

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 － 1,156

投資有価証券評価損 737 5,000

役員退職慰労引当金繰入額 10,000 －

特別損失合計 10,737 7,160

税金等調整前当期純利益 19,521 63,483

法人税、住民税及び事業税 27,053 31,280

法人税等還付税額 △4,627 －

法人税等調整額 4,439 4,901

法人税等合計 26,865 36,181

当期純利益又は当期純損失（△） △7,344 27,301

EDINET提出書類

ジェイエムテクノロジー株式会社(E05441)

有価証券報告書

32/85



③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 326,200 326,200

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 326,200 326,200

資本剰余金

前期末残高 348,080 348,080

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 348,080 348,080

利益剰余金

前期末残高 262,423 240,416

当期変動額

剰余金の配当 △14,663 △7,331

当期純利益又は当期純損失（△） △7,344 27,301

当期変動額合計 △22,007 19,969

当期末残高 240,416 260,386

自己株式

前期末残高 △73,072 △73,072

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △73,072 △73,072

株主資本合計

前期末残高 863,631 841,624

当期変動額

剰余金の配当 △14,663 △7,331

当期純利益又は当期純損失（△） △7,344 27,301

当期変動額合計 △22,007 19,969

当期末残高 841,624 861,593
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

評価・換算差額等

為替換算調整勘定

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △108

当期変動額合計 － △108

当期末残高 － △108

評価・換算差額等合計

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △108

当期変動額合計 － △108

当期末残高 － △108

純資産合計

前期末残高 863,631 841,624

当期変動額

剰余金の配当 △14,663 △7,331

当期純利益又は当期純損失（△） △7,344 27,301

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △108

当期変動額合計 △22,007 19,861

当期末残高 841,624 861,485

EDINET提出書類

ジェイエムテクノロジー株式会社(E05441)

有価証券報告書

34/85



④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 19,521 63,483

減価償却費 13,118 12,866

その他の償却額 288 －

のれん償却額 8,814 8,814

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,000 △10,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13 185

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,112 △5,788

投資有価証券評価損益（△は益） 737 5,000

固定資産除却損 － 1,003

有形固定資産売却損益（△は益） － △85

売上債権の増減額（△は増加） △9,878 26,691

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,353 △15,537

仕入債務の増減額（△は減少） 13,044 △6,316

未払金の増減額（△は減少） 83,411 △66,696

未払費用の増減額（△は減少） △6,307 7,160

未払消費税等の増減額（△は減少） △17,879 8,927

その他 3,783 △698

小計 106,202 29,011

利息及び配当金の受取額 847 368

利息の支払額 － △117

法人税等の還付額 － 4,627

法人税等の支払額 △29,158 △30,560

営業活動によるキャッシュ・フロー 77,891 3,329

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △10,761 △10,152

無形固定資産の取得による支出 △565 △3,657

投資有価証券の取得による支出 － △5,000

投資有価証券の売却による収入 1,838 －

差入保証金の差入による支出 △1,753 △3,923

差入保証金の回収による収入 10,586 3,651

貸付けによる支出 △1,760 －

貸付金の回収による収入 2,357 612

その他 149 238

投資活動によるキャッシュ・フロー 90 △18,230

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △14,554 △7,242

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,554 △7,242

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △322

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 63,428 △22,465
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

現金及び現金同等物の期首残高 511,408 574,837

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 574,837

※1
 552,371
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

１．連結の範囲に関する事項 子会社はすべて連結しております。

連結子会社の数　　　１社

連結子会社の名称

株式会社ソフトライン

子会社はすべて連結しております。

連結子会社の数　　　１社

連結子会社の名称

JM Singapore IT Solutions Pte. Ltd. 

　

　JM Singapore IT Solutions Pte. Ltd. 

については、新規設立のため連結子会社に

含めております。

　一方、株式会社ソフトラインはジェイエ

ムテクノロジー株式会社を存続会社とす

る吸収合併により解散したため、連結の範

囲より除外しております。　

２．持分法の適用に関する事

項

関連会社がないため、持分法は適用してお

りません。

同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致

しております。

JM Singapore IT Solutions Pte. Ltd. の

決算日は12月31日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、同決算

日現在の財務諸表を使用しております。

　ただし、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。 　　

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券 

その他有価証券

①有価証券 

その他有価証券

　 時価のないもの

　移動平均法による原価法によっており

ます。

時価のないもの

 同左

　 ②たな卸資産

商品・原材料

　先入先出法による原価法（収益性の低 

下による簿価切下げの方法）によってお

ります。

②たな卸資産

商品・原材料

同左

　

　 仕掛品

　個別法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成18年７月５日公表分　企業会

計基準第９号）を適用し、評価基準につ

いては、原価法から原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に変更し

ております。

　この変更による損益に与える影響はあ

りません。

仕掛品

　同左

　

　

──────
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産 

平成19年３月31日以前に取得したもの 

　旧定率法によっております。

①有形固定資産 

平成19年３月31日以前に取得したもの 

同左

　 平成19年４月１日以降に取得したもの

　定率法によっております。

平成19年４月１日以降に取得したもの

同左

　  ②無形固定資産

　定額法によっております。

　自社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

　のれんについては、合理的な見積もりに

基づく20年以内の定額法によっておりま

す。

 ②無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

①貸倒引当金

同左

　  ②賞与引当金

　連結子会社である株式会社ソフトライ

ンの従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当連結会計年度の負担

に属する額を計上しております。　

──────

　  ③役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、期末要支給額相当額を計上しており

ます。

 (追加情報）

　当社は役員退職慰労金制度を設けてお 

りませんが、平成22年４月15日開催の取

締役会において、平成22年５月18日開催

の定時株主総会における決議を前提に退

任予定取締役に対して退職慰労金を支給

することを決議いたしましたので、当該

役員退職慰労金相当額を特別損失として

計上するとともに、同額を役員退職慰労

引当金に計上しております。

──────

 

(4）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

    税抜方式によっております。

 消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんについては、合理的な見積もりに基

づく20年以内の定額法によっております。 

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３カ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

（リース取引に関する会計基準）

　当連結会計年度より「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し

ております。

  なお、この変更による損益に与える影響はありません。

──────

────── （受注制作のソフトウエアに係る売上高及び売上原価の計

上基準）

　受注制作のソフトウエアに係る収益の計上基準について

は、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当

連結会計年度より適用し、当連結会計年度に着手した受注

制作のソフトウエアに係る契約から、当連結会計年度末ま

での進捗部分について成果の確実性が認められるソフト

ウエア制作については工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法）を、その他のソフトウエア制作につい

ては工事完成基準を適用しております。

　これにより、当連結会計年度の売上高は22,347千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ6,548千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。　　　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度

において「たな卸資産」として掲記されていたものは、

当連結会計年度から「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に

区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「たな卸

資産」に含まれる「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、

それぞれ48,824千円、150千円であります。

──────

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において営業外費用の「雑損失」に含

めて表示しておりました「支払手数料」は、当連結会計

年度において営業外費用の100分の10を超えたため区分

掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「雑損失」に含まれる「支払手

数料」は、68千円であります。

──────
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年２月28日現在）

当連結会計年度
（平成23年２月28日現在）

１　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

２行と当座借越契約を締結しております。この契約に

基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

１　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

３行と当座借越契約を締結しております。この契約に

基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

当座借越契約の総額 130,000千円 

借入実行残高 － 

差引額 130,000千円 

当座借越契約の総額 230,000千円 

借入実行残高 － 

差引額 230,000千円 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 役員報酬 80,574千円

 給与手当 138,299千円

 役員報酬 56,964千円

 給与手当 143,679千円

 研究開発費 32,984千円

　

────── ※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 車両運搬具 85千円

　

────── ※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 建物 407千円

 工具、器具及び備品 5千円

 撤去費用等 591千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末　
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

 発行済株式 　 　 　 　

 　　普通株式　 17,718 － － 17,718

合計 17,718 － － 17,718

 自己株式 　 　 　 　

 　　普通株式 3,055 － － 3,055

合計 3,055 － － 3,055

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社

（親会社）

 平成13年６月新株予約権 普通株式 －  －  －  －  －

 平成17年５月新株予約権 普通株式 －  －  －  －  －

 連結子会社  －  － －  －  －  －  －

 合計  － －  －  －  －  －

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月20日

定時株主総会
普通株式 14,663 1,000平成21年２月28日平成21年５月21日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月18日

定時株主総会
普通株式 7,331 利益剰余金 500平成22年２月28日平成22年５月19日
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当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末　
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

 発行済株式 　 　 　 　

 　　普通株式　 17,718 － － 17,718

合計 17,718 － － 17,718

 自己株式 　 　 　 　

 　　普通株式 3,055 － － 3,055

合計 3,055 － － 3,055

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社

（親会社）

 平成13年６月新株予約権 普通株式 － － － － －

 平成17年５月新株予約権 普通株式 － － － － －

 連結子会社  －  － － － － － －

 合計  － － － － － －

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月18日

定時株主総会
普通株式 7,331 500 平成22年２月28日平成22年５月19日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月19日

定時株主総会
普通株式 14,663 利益剰余金 1,000平成23年２月28日平成23年５月20日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成22年２月28日現在)

 (千円)

現金及び預金勘定 574,837

現金及び現金同等物 574,837

　

(平成23年２月28日現在)

 (千円)

現金及び預金勘定 552,371

現金及び現金同等物 552,371

　

（リース取引関係）

前連結会計年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

リース契約１件当たりのリース料総額が3,000千円を超えるものがないため、記載を省略しております。 

　

当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

リース契約１件当たりのリース料総額が3,000千円を超えるものがないため、記載を省略しております。 

　

（金融商品関係）

当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行借入に

よっております。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、与信管

理規程に沿って取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。

　差入保証金は、建物の賃借時に差し入れているものであり、差し入れ先の信用リスクに晒されております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。　　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注）１参照）。

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 552,371 552,371 －

(2）受取手形及び売掛金 380,842 380,842 －

　資産計 933,213 933,213 －

(1）未払金 142,517 142,517 －

　負債計 142,517 142,517 －

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 差入保証金

　敷金及び保証金は市場価格がなく、かつ退去時期が確定していないため、将来キャッシュ・フローを見積

ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価の表示をしておりません。

負　債

(1）未払金

　これは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。　

２．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (千円） 

１年超
５年以内　
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）　

10年超　
 (千円）

現金及び預金 552,371 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金 380,842 －　 －　 －　

合計 933,213 －　 － －　

　

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。　
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（有価証券関係）

前連結会計年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　　　  前連結会計年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

 　　　   当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

　　　  当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

 　　　   当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

前連結会計年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

　当社グループは、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

　当社グループは、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 　　　　(1)　ストック・オプションの内容

 
平成13年６月

ストック・オプション
平成17年５月

ストック・オプション
　

付与対象者の区分及び数 当社使用人  ６名

当社取締役 　３名

 当社監査役 　２名

 当社使用人　101名

　

ストック・オプション数（注） 普通株式 　180株 普通株式　　750株 　

付与日 平成13年６月20日 平成17年７月１日 　

権利確定条件

 ・被付与者は、本新株引受

権の行使時において、当社

の取締役又は従業員であ

ることを要する。 

 

・その他の細目等につい

ては、当社と付与対象者と

の間で締結する「新株引

受権付与契約」に定める

ところによる。

 

 ・新株予約権の割当を受

けた者は、権利行使時にお

いても、当社の取締役、監

査役又は従業員であるこ

とを要する。

・その他の行使の条件に

ついては、本株主総会及び

取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権の割当を

受けた者との間で締結す

る契約に定めるところに

よる。

　

対象勤務期間  　定めておりません。  同左 　

権利行使期間
自　平成15年６月21日

 至　平成23年５月31日

自　平成19年７月２日

 至　平成24年６月30日
　　

 （注）株式数に換算して記載しております。
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 (2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に換算して記載しております。

　　　　  （ストック・オプションの数）

 
平成13年６月

ストック・オプション
平成17年５月

ストック・オプション
　　

権利確定前　　　　　　（株） 　 　 　

前連結会計年度末 － － 　

付与 － － 　

失効 － － 　

権利確定 － － 　

未確定残 － － 　

権利確定後　　　　　　（株） 　 　 　

前連結会計年度末 60 408 　

権利確定 － － 　

権利行使 － － 　

失効 30 36 　

未行使残 30 372 　

 （注）平成18年９月１日付で株式分割（普通株式１株につき３株）を行っているため、上記株式数は全て分割後の株式

数で記載しております。

 　　　　　（単価情報）

 
平成13年６月

ストック・オプション
平成17年５月

ストック・オプション
　　

権利行使価格　　　　　　（円） 83,333 126,184 　

行使時平均株価　　　　　（円） － － 　

公正な評価単価（付与日）（円） － － 　

 （注）平成18年９月１日付で株式分割（普通株式１株につき３株）を行っているため、権利行使価格は分割後の金額で

記載しております。
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当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 　　　　(1)　ストック・オプションの内容

 
平成13年６月

ストック・オプション
平成17年５月

ストック・オプション
　

付与対象者の区分及び数 当社使用人  ６名

当社取締役 　３名

 当社監査役 　２名

 当社使用人　101名

　

ストック・オプション数（注） 普通株式 　180株 普通株式　　750株 　

付与日 平成13年６月20日 平成17年７月１日 　

権利確定条件

 ・被付与者は、本新株引受

権の行使時において、当社

の取締役又は従業員であ

ることを要する。 

 

・その他の細目等につい

ては、当社と付与対象者と

の間で締結する「新株引

受権付与契約」に定める

ところによる。

 

 ・新株予約権の割当を受

けた者は、権利行使時にお

いても、当社の取締役、監

査役又は従業員であるこ

とを要する。

・その他の行使の条件に

ついては、本株主総会及び

取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権の割当を

受けた者との間で締結す

る契約に定めるところに

よる。

　

対象勤務期間  　定めておりません。  同左 　

権利行使期間
自　平成15年６月21日

 至　平成23年５月31日

自　平成19年７月２日

 至　平成24年６月30日
　　

 （注）株式数に換算して記載しております。
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 (2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に換算して記載しております。

　　　　  （ストック・オプションの数）

 
平成13年６月

ストック・オプション
平成17年５月

ストック・オプション
　　

権利確定前　　　　　　（株） 　 　 　

前連結会計年度末 － － 　

付与 － － 　

失効 － － 　

権利確定 － － 　

未確定残 － － 　

権利確定後　　　　　　（株） 　 　 　

前連結会計年度末 30 372 　

権利確定 － － 　

権利行使 － － 　

失効 － 78 　

未行使残 30 294 　

 （注）平成18年９月１日付で株式分割（普通株式１株につき３株）を行っているため、上記株式数は全て分割後の株式

数で記載しております。

 　　　　　（単価情報）

 
平成13年６月

ストック・オプション
平成17年５月

ストック・オプション
　　

権利行使価格　　　　　　（円） 83,333 126,184 　

行使時平均株価　　　　　（円） － － 　

公正な評価単価（付与日）（円） － － 　

 （注）平成18年９月１日付で株式分割（普通株式１株につき３株）を行っているため、権利行使価格は分割後の金額で

記載しております。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成22年２月28日現在）

当連結会計年度
（平成23年２月28日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （千円）

   賞与引当金 2,433

 　社会保険料 340

未払事業税否認 2,424

未払事業所税否認 409

売上原価否認 1,647

貸倒引当金繰入否認 1,593

ゴルフ会員権 323

投資有価証券評価損 606

役員退職慰労引当金 4,044

補助金収入 3,838

その他 1,620

評価性引当額 △7,531

繰延税金資産計 11,750

　 　

（繰延税金資産） （千円）

   未払事業税否認 2,259

未払事業所税否認 521

売上原価否認 126

貸倒引当金繰入否認 1,979

ゴルフ会員権 323

投資有価証券評価損 2,628

繰越欠損金 2,828

その他 1,017

評価性引当額 △4,836

繰延税金資産計 6,848

　 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.4％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 27.8％

住民税均等割等 13.4％

法人税等還付税額 △23.7％

のれん償却額 36.2％

評価性引当額の影響等 43.9％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 137.6％

　

法定実効税率 40.4％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.7％

住民税均等割等 3.9％

のれん償却額 5.6％

評価性引当額の影響等 △6.5％

在外子会社との税率差異 6.1％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.9％
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要

（1）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　ジェイエムテクノロジー株式会社　半導体製造装置の技術サービス、ソフトウェアの設計開発

　株式会社ソフトライン　　　　　　ソフトウェアの開発、ソフトウェアの技術者派遣、一般人材派遣

（2）企業結合の法的形式

　当社を存続会社、株式会社ソフトラインを消滅会社とする吸収合併

（3）結合後企業の名称

　ジェイエムテクノロジー株式会社

（4）取引の目的を含む取引の概要

　平成22年６月１日を合併期日として、当社を存続会社とする吸収合併方式により当社の100％子会社である株式

会社ソフトラインを吸収合併し、その結果、株式会社ソフトラインは解散いたしました。

　この取引は、情報システム事業における人材、情報等を当社に一元化し、経営資源の効率的な活用と意思決定の

迅速化を図ることにより急速に変化する経営環境に対応していくことを目的とした取引であります。

　

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成20年12月26日　企業会計基準第21号）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成20年12月26日　企業会計基

準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

（賃貸等不動産関係）

当連結会計年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

　当社グループは、賃貸等不動産がないため、該当事項はありません。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

 
ＩＴ事業
（千円）

半導体事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

　　

Ⅰ．売上高及び営業利益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 2,514,154735,8073,249,962 － 3,249,962 　

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － 　

計 2,514,154735,8073,249,962 － 3,249,962 　

営業費用 2,345,078659,7333,004,811218,2943,223,105 　

営業利益 169,07676,074245,151(218,294)26,857 　

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
　 　 　 　 　 　

資産 424,815150,043574,858632,6491,207,508 　

減価償却費 3,445 684 4,130 8,987 13,118 　

資本的支出 2,110 2,008 4,118 7,004 11,122 　

　（注）１．事業は取扱いサービス及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な製品及びサービスは次のとおりであります。

事業区分 主要製品・サービス

ＩＴ事業 ＩＴソフト設計・開発・販売、ＩＴインフラ設計・構築

半導体事業 半導体製造装置の立ち上げ、保守、メンテナンス、半導体製造装置関連部品販売

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は218,294千円であり、その主な内容

は当社の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は632,649千円であり、その主なものは、当社での

余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。
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当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

 
ＩＴ事業
（千円）

半導体事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

　　

Ⅰ．売上高及び営業利益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 2,009,4781,067,0563,076,534 － 3,076,534 　

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － 　

計 2,009,4781,067,0563,076,534 － 3,076,534 　

営業費用 1,866,135935,6232,801,758212,5453,014,303 　

営業利益 143,343131,433274,776( 212,545 )62,230 　

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
　 　 　 　 　 　

資産 402,362158,336560,699594,7581,155,457 　

減価償却費 3,275 1,367 4,643 8,223 12,886 　

資本的支出 4,204 1,111 5,315 8,456 13,772 　

　（注）１．事業は取扱いサービス及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な製品及びサービスは次のとおりであります。

事業区分 主要製品・サービス

ＩＴ事業 ＩＴソフト設計・開発・販売、ＩＴインフラ設計・構築

半導体事業 半導体製造装置の立ち上げ、保守、メンテナンス、半導体製造装置関連部品販売

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は212,545千円であり、その主な内容

は当社の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は594,758千円であり、その主なものは、当社での

余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。

５．会計方針の変更による影響額　

（受注制作のソフトウエアに係る売上高及び売上原価の計上基準の変更）

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。

　この結果、当連結会計年度のＩＴ事業の売上高が22,347千円増加し、営業利益は6,548千円増加しております。

半導体事業については影響ありません。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

　当連結会計年度において、JM Singapore IT Solutions Pte. Ltd. を新規設立し、連結の範囲に含めておりま

すが、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメントの情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

該当事項はありません。

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）

及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17

日）を適用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

当連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

１株当たり純資産額 57,397円81銭

１株当たり当期純損失金額 500円87銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
────── 

１株当たり純資産額 58,752円34銭

１株当たり当期純利益金額 1,861円91銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
────── 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの、当期純損失を計上している

ため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

（注）１．１株当たり純資産額算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末

　（平成22年２月28日）
当連結会計年度末

　（平成23年２月28日）

 純資産の部の合計額（千円）      841,624      861,485

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（千円）        841,624        861,485

 期末の普通株式の数（株）       17,718       17,718

 期末の自己株式の数（株）      3,055      3,055

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
    14,663      14,663

２．１株当たり当期純利益金額又は1株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日)

１株当たり当期純利益金額又は1株当たり当

期純損失金額
　 　

　当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △7,344 27,301

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△7,344 27,301

　期中平均株式数（株） 14,663 14,663

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

 　当期純利益調整額（千円） － －

 　普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株引受権 10個

新株予約権 124個

新株引受権 10個

新株予約権 98個
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

(企業結合等関係）

当社は、平成22年４月15日開催の取締役会において、平

成22年６月１日を合併期日として当社の100％子会社で

ある株式会社ソフトラインを吸収合併することを決議

し、同日付で合併契約を締結いたしました。

　

(1) 合併の目的

情報システム事業における人材、情報等を当社に一元

化し、経営資源の効率的な活用と意思決定の迅速化を図

ることにより急速に変化する経営環境に対応していくこ

とを目的として当社の100％子会社である株式会社ソフ

トラインを吸収合併するものであります。

　

(2) 合併期日

　平成22年６月１日（予定）

　

(3) 合併の方法

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社ソ

フトラインは解散いたします。

　

(4) 合併比率、合併交付金等

消滅会社である株式会社ソフトラインは当社の100％

子会社であるため、本合併による新株式の発行及び資本

金の増加並びに合併交付金の支払いはありません。

　

(5) 財産及び権利の引継ぎ

当社は、平成22年２月28日現在の株式会社ソフトライ

ンの貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これ

に効力発生日までの増減を加除した資産、負債及び権利

義務の一切を効力発生日において引き継ぎます。

　

(6) 平成22年２月28日現在の資産・負債及び純資産の状

況　

流動資産 91,507千円 

固定資産 2,206千円 

資産合計 93,714千円 

流動負債 29,632千円 

固定負債 856千円 

負債合計 30,488千円 

純資産合計 63,226千円 

　

(7) 被合併会社の概要　

　商号　　　　　株式会社ソフトライン

　住所　　　　　東京都渋谷区千駄ヶ谷五丁目32番７号

　代表者の氏名　代表取締役　岩永康徳

　資本金　　　　20,000千円

　事業の内容　　ソフトウェアの開発、ソフトウェアの技術

者派遣、一般人材派遣

──────
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成22年３月１日

至平成22年５月31日

第２四半期

自平成22年６月１日

至平成22年８月31日

第３四半期

自平成22年９月１日

至平成22年11月30日

第４四半期

自平成22年12月１日

至平成23年２月28日

売上高（千円） 800,320 787,743 744,608 743,862

税金等調整前四半期純利益

金額又は税金等調整前四半

期純損失金額（△）

（千円）

△9,688 43,820 29,754 △403

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）

（千円）

△5,401 23,249 12,034 △2,580

１株当たり四半期純利益金

額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）（円）

△368.36 1,585.56 820.72 △176.01
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 531,115 530,034

受取手形 － 16,063

売掛金 381,895 ※1
 389,453

商品及び製品 644 7,462

仕掛品 41,116 44,152

原材料及び貯蔵品 658 736

前渡金 1,239 1,067

前払費用 17,126 18,589

繰延税金資産 11,734 3,833

未収入金 1,688 7,610

その他 4,691 6,220

貸倒引当金 △4,473 △1,250

流動資産合計 987,437 1,023,974

固定資産

有形固定資産

建物 7,683 10,853

減価償却累計額 △2,922 △4,162

建物（純額） 4,760 6,691

車両運搬具 12,787 12,254

減価償却累計額 △8,139 △8,341

車両運搬具（純額） 4,648 3,912

工具、器具及び備品 54,285 58,080

減価償却累計額 △40,575 △47,700

工具、器具及び備品（純額） 13,709 10,379

有形固定資産合計 23,118 20,983

無形固定資産

ソフトウエア 4,411 5,777

のれん 45,663 52,008

電話加入権 1,266 1,266

無形固定資産合計 51,341 59,053

投資その他の資産

関係会社株式 82,400 22,351

長期前払費用 674 467

繰延税金資産 20 3,060

差入保証金 41,064 37,695

その他 3,346 5,816

貸倒引当金 △500 △4,216

投資その他の資産合計 127,007 65,174
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

固定資産合計 201,466 145,211

資産合計 1,188,904 1,169,185

負債の部

流動負債

買掛金 12,371 6,588

未払金 205,693 140,857

未払費用 78,979 93,607

未払法人税等 20,983 21,345

未払消費税等 4,093 12,997

前受金 4,061 6,998

預り金 5,948 5,990

役員退職慰労引当金 10,000 －

その他 905 773

流動負債合計 343,036 289,158

負債合計 343,036 289,158

純資産の部

株主資本

資本金 326,200 326,200

資本剰余金

資本準備金 348,080 348,080

資本剰余金合計 348,080 348,080

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 244,659 278,819

利益剰余金合計 244,659 278,819

自己株式 △73,072 △73,072

株主資本合計 845,867 880,026

純資産合計 845,867 880,026

負債純資産合計 1,188,904 1,169,185
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

当事業年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

売上高

ＩＴ事業売上高 2,212,281 1,920,742

半導体事業売上高 735,807 1,067,056

売上高合計 2,948,089 2,987,798

売上原価

ＩＴ事業売上原価 1,906,412 1,565,870

半導体事業売上原価 584,283 855,191

売上原価合計 2,490,696 2,421,062

売上総利益 457,393 566,736

販売費及び一般管理費 ※1
 418,697

※1
 489,248

営業利益 38,696 77,487

営業外収益

受取利息 792 368

受取配当金 17 －

業務受託料 ※2
 6,000

※2
 7,544

補助金収入 － 9,784

雑収入 163 296

営業外収益合計 6,973 17,993

営業外費用

支払利息 － 117

賃貸契約解約損 1,083 1,822

支払手数料 325 793

為替差損 － 80

雑損失 － 193

営業外費用合計 1,408 3,007

経常利益 44,260 92,474

特別利益

固定資産売却益 － ※3
 85

貸倒引当金戻入額 － 784

特別利益合計 － 869

特別損失

固定資産除却損 － ※4
 432

投資有価証券評価損 737 5,000

抱合せ株式消滅差損 － 3,103

役員退職慰労引当金繰入額 10,000 －

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 － 1,156

特別損失合計 10,737 9,692

税引前当期純利益 33,523 83,650

法人税、住民税及び事業税 26,867 31,235

法人税等調整額 △4,138 10,924
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

当事業年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

法人税等合計 22,729 42,159

当期純利益 10,794 41,491
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【売上原価明細書（ＩＴ事業売上原価）】

  
前事業年度

（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）　

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）　

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ材料費  4,572 0.2 4,849 0.3
Ⅱ労務費  666,466 35.3 754,183 47.3
Ⅲ経費 ※２ 1,220,08264.5 837,124 52.4
当期総製造費用  1,891,121100.0 1,596,157100.0
期首仕掛品たな卸高  41,172     34,183     
合計  1,932,294    1,630,340    
期末仕掛品たな卸高  25,881     31,485     
他勘定振替高 ※３ －     32,984     
ＩＴ事業売上原価  1,906,412    1,565,870    

(注)１．原価計算の方法はプロジェクト別の個別原価計算を採用しております。

※２．主な内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）　

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）　

　 　

外注費 1,123,771千円 外注費 727,630千円

　

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）　

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）　

　 　

研究開発費 － 研究開発費 32,984千円
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【売上原価明細書（半導体事業売上原価）】

  
前事業年度

（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ材料費  2,547 0.4 17,526 2.1
Ⅱ労務費  268,459 45.1 294,290 34.5
Ⅲ経費 ※２ 324,574 54.5 539,770 63.4
当期総製造費用  595,581 100.0 851,587 100.0
当期商品仕入高  1,610     7,854     
期首仕掛品たな卸高  2,971     15,235     
期首商品たな卸高  －     644     
合計  600,163     875,321     
期末仕掛品たな卸高  15,235     12,667     
期末商品たな卸高  644     7,462     
半導体事業売上原価  584,283     855,191     

(注)１．原価計算の方法はプロジェクト別の個別原価計算を採用しております。

  ※２．主な内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）　

　 　

外注費 272,012千円 外注費 468,873千円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

当事業年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 326,200 326,200

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 326,200 326,200

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 348,080 348,080

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 348,080 348,080

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 248,528 244,659

当期変動額

剰余金の配当 △14,663 △7,331

当期純利益 10,794 41,491

当期変動額合計 △3,868 34,159

当期末残高 244,659 278,819

自己株式

前期末残高 △73,072 △73,072

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △73,072 △73,072

株主資本合計

前期末残高 849,736 845,867

当期変動額

剰余金の配当 △14,663 △7,331

当期純利益 10,794 41,491

当期変動額合計 △3,868 34,159

当期末残高 845,867 880,026

純資産合計

前期末残高 849,736 845,867

当期変動額

剰余金の配当 △14,663 △7,331

当期純利益 10,794 41,491

当期変動額合計 △3,868 34,159

当期末残高 845,867 880,026
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【継続企業の前提に関する事項】

　  該当事項はありません。
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

　移動平均法による原価法によっており

ます。

(1) 子会社株式

同左

 (2) その他有価証券　 (2) その他有価証券　

 時価のないもの

移動平均法による原価法によっており

ます。

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品・原材料

　　先入先出法による原価法（収益性の低

　下による簿価切下げの方法）によってお

　ります。

(1)  商品・原材料

　　同左

 (2) 仕掛品

　　個別法による原価法（収益性の低下に

　 よる簿価切下げの方法）によっておりま

　 す。

（会計方針の変更）　

  当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　

平成18年７月５日公表分　企業会計基準

第９号）を適用し、評価基準については、

原価法から原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）に変更しておりま

す。  　

　この変更による損益に与える影響はあ

りません。 

(2) 仕掛品

　　　　同左

　

　

──────

３．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

平成19年３月31日以前に取得したもの 

　旧定率法によっております。

(1) 有形固定資産

平成19年３月31日以前に取得したもの 

同左

　 平成19年４月１日以降に取得したもの

　定率法によっております。

平成19年４月１日以降に取得したもの

同左

 (2) 無形固定資産

　定額法によっております。

　自社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

　のれんについては、合理的な見積もりに

基づく20年以内の定額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用

　均等償却によっております。

(3) 長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。　

(1) 貸倒引当金

　　　　　　　　同左　

　 (2) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、期末要支給額相当額を計上してお

ります。

 　(追加情報）　

　当社は役員退職慰労金制度を設けて

おりませんが、平成22年４月15日開催

の取締役会において、平成22年５月18

日開催の定時株主総会における決議を

前提に退任予定取締役に対して退職慰

労金を支給することを決議いたしまし

たので、当該役員退職慰労金相当額を

特別損失として計上するとともに、同

額を役員退職慰労引当金に計上してお

ります。

──────

　

　

　

 

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

（リース取引に関する会計基準）

  当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しておりま

す。

  なお、この変更による損益に与える影響はありません。

──────

  

──────

 

（受注制作のソフトウエアに係る売上高及び売上原価の計

上基準）

受注制作のソフトウエアに係る収益の計上基準について

は、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当

事業年度より適用し、当事業年度に着手した受注制作のソ

フトウエアに係る契約から、当事業年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められるソフトウエア制作に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他のソフトウエア制作については工事完成

基準を適用しております。

　これにより、当事業年度の売上高は22,347千円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ6,548

千円増加しております。

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

（貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度において

「その他」として掲記されていたものは、当事業年度から

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前

事業年度の「その他」に含まれる「原材料及び貯蔵品」

は、123千円であります。

──────

　

　

（損益計算書）

　前事業年度において営業外費用の「雑損失」に含めて表

示しておりました「支払手数料」は、当事業年度において

営業外費用の100分の10を超えたため区分掲記しておりま

す。

　なお、前事業年度の「雑損失」に含まれる「支払手数

料」は、68千円であります。

──────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年２月28日現在）

当事業年度
（平成23年２月28日現在）

１　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

２行と当座借越契約を締結しております。この契約

に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

当座借越契約の総額 130,000千円

借入実行残高 －

差引額 130,000千円

※１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。　

売掛金 33,079千円

　　

　

　

　　

２　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

３行と当座借越契約を締結しております。この契約

に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

当座借越契約の総額 230,000千円

借入実行残高 －

差引額 230,000千円

　

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は６％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は94％でありま

す。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は6％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は94％でありま

す。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 54,140千円

給与手当 134,138千円

賞与 23,962千円

法定福利費 26,626千円

旅費交通費 24,445千円

支払手数料 22,243千円

支払報酬 25,814千円

地代家賃 25,583千円

減価償却費 9,984千円

のれん償却額 2,946千円

　

役員報酬 49,950千円

給与手当 142,097千円

賞与 25,788千円

法定福利費 25,132千円

旅費交通費 26,571千円

支払手数料 28,506千円

支払報酬 33,392千円

減価償却費 10,236千円

のれん償却額 7,347千円

研究開発費 32,984千円

　

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

業務受託手数料 6,000千円 出向負担料 6,044千円

　

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

車両運搬具 85千円

　

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 5千円

撤去費用等 427千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

自己株式に関する事項

 
前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

 普通株式 3,055 － － 3,055

当事業年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

自己株式に関する事項

 
前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

 普通株式 3,055 － － 3,055

（リース取引関係）

前事業年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

リース契約１件当たりのリース料総額が3,000千円を超えるものがないため、記載を省略しております。

　

当事業年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

リース契約１件当たりのリース料総額が3,000千円を超えるものがないため、記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

前事業年度（平成22年２月28日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成23年２月28日現在）

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式22,351千円）は市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年２月28日現在）

当事業年度
（平成23年２月28日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （千円）

未払事業税否認 2,424

未払事業所税否認 409

貸倒引当金繰入否認 1,592

ゴルフ会員権 323

投資有価証券評価損 606

役員退職慰労引当金 4,044

補助金収入 3,838

その他 828

評価性引当額 △2,312

繰延税金資産計 11,755

　     

（繰延税金資産） （千円）

未払事業税否認 2,259

未払事業所税否認 521

売上原価否認 126

貸倒引当金繰入否認 2,025

ゴルフ会員権 323

投資有価証券評価損 2,628

その他 1,017

評価性引当額 △2,007

繰延税金資産計 6,894

　     

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.4％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 16.2％

住民税均等割等 7.3％

のれん償却額 3.6％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 67.8％

　

法定実効税率 40.4％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.7％

住民税均等割等 2.9％

のれん償却額 3.6％

抱合せ株式消滅差損 1.5％

評価性引当額の増減 △2.9％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.4％

　

（企業結合等関係）

前事業年度（自平成21年３月１日　至平成22年２月28日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

１株当たり純資産額 57,687円18銭

１株当たり当期純利益金額 736円14銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
────── 

１株当たり純資産額 60,016円84銭

１株当たり当期純利益金額 2,829円66銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
────── 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 （注）１．１株当たり純資産額算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

　（平成22年２月28日）
当事業年度

　（平成23年２月28日）

 純資産の部の合計額（千円） 845,867 880,026

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 845,867 880,026

 期末の普通株式の数（株） 17,718 17,718

 期末の自己株式の数（株） 3,055 3,055

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
14,663 14,663

　

       ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

当事業年度
(自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益（千円） 10,794 41,491

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益（千円） 10,794 41,491

　期中平均株式数（株） 14,663 14,663

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

 　当期純利益調整額（千円） － －

 　普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株引受権 10個

新株予約権 124個

新株引受権 10個

新株予約権 98個
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

(企業結合等関係）

当社は、平成22年４月15日開催の取締役会において、平

成22年６月１日を合併期日として当社の100％子会社で

ある株式会社ソフトラインを吸収合併することを決議

し、同日付で合併契約を締結いたしました。

　

(1) 合併の目的

情報システム事業における人材、情報等を当社に一元

化し、経営資源の効率的な活用と意思決定の迅速化を図

ることにより急速に変化する経営環境に対応していくこ

とを目的として当社の100％子会社である株式会社ソフ

トラインを吸収合併するものであります。

　

(2) 合併期日

　平成22年６月１日（予定）

　

(3) 合併の方法

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社ソ

フトラインは解散いたします。

　

(4) 合併比率、合併交付金等

消滅会社である株式会社ソフトラインは当社の100％

子会社であるため、本合併による新株式の発行及び資本

金の増加並びに合併交付金の支払いはありません。

　

(5) 財産及び権利の引継ぎ

当社は、平成22年２月28日現在の株式会社ソフトライ

ンの貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これ

に効力発生日までの増減を加除した資産、負債及び権利

義務の一切を効力発生日において引き継ぎます。

　

(6) 平成22年２月28日現在の資産・負債及び純資産の状

況　

流動資産 91,507千円 

固定資産 2,206千円 

資産合計 93,714千円 

流動負債 29,632千円 

固定負債 856千円 

負債合計 30,488千円 

純資産合計 63,226千円 

　

(7) 被合併会社の概要　

　商号　　　　　株式会社ソフトライン

　住所　　　　　東京都渋谷区千駄ヶ谷五丁目32番７号

　代表者の氏名　代表取締役　岩永康徳

　資本金　　　　20,000千円

　事業の内容　　ソフトウェアの開発、ソフトウェアの技術

者派遣、一般人材派遣

──────
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産                             

建物 7,683 3,170 － 10,853 4,162 1,237 6,691

車両運搬具 12,787 1,514 2,047 12,254 8,341 2,097 3,912

工具、器具及び備品 54,285 3,938 143 58,080 47,700 6,520 10,379

有形固定資産計 74,756 8,623 2,191 81,188 60,204 9,854 20,983

無形固定資産                             

  ソフトウエア 20,750 3,657 － 24,407 18,629 2,290 5,777

のれん 54,501 13,692 － 68,193 16,185 7,347 52,008

電話加入権 1,266 － － 1,266 － － 1,266

無形固定資産計 76,518 17,349 － 93,867 34,814 9,637 59,053

長期前払費用 1,034 421 157 1,298 830 406 467

（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

子会社吸収合併による引継資産

　建物　　　　　　　　　　171千円

　工具器具備品　　　　　1,719千円

　長期前払費用　　　　　　267千円

　

車両運搬具　　　　　営業用車両　　　　       　　1,514千円

　　

工具、器具及び備品　パソコン・サーバー   　      1,607千円

複合機　　　　　　　　　　　　 456千円

　

ソフトウエア　　　　業務管理用ソフトウエア     　3,657千円

のれん　子会社の吸収合併の伴うもの　　　　　　　13,692千円

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 4,973 2,406 － 1,913 5,466

役員退職慰労引当金 10,000 － 10,000 － －

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　　　①流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 524

預金 　

当座預金 15

普通預金 409,378

定期預金 120,000

別段預金 115

合計 530,034

　ロ．受取手形

　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

長野電子工業株式会社 16,063

合計 16,063

　期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成23年３月 1,016

４月 5,428

５月 1,831

７月 6,412

８月 1,373

合計 16,063
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　ハ．売掛金

　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 86,715

アプライドマテリアルズジャパン株式会社 68,991

ドコモ・システムズ株式会社 53,210

JM Singapore IT Solutions Pte. Ltd. 33,079

株式会社東上セレモサービス 23,465

その他 123,991

合計 389,453

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

381,895 3,158,4783,150,920 389,453 89.0 44.5

　（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

　

ニ．商品及び製品

品目 金額（千円）

商品 　

半導体製造装置関連部品 7,462

合計 7,462

ホ．仕掛品

品目 金額（千円）

システム開発 31,485

その他 12,667

合計 44,152

ヘ．原材料及び貯蔵品

品目 金額（千円）

貯蔵品  

パソコン 620

切手・収入印紙・金券等　 116

合計 736
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　　②流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

アプライドマテリアルズジャパン株式会社　 6,230

その他 357

合計 6,588

ロ．未払金

相手先 金額（千円）

社会保険料 16,243

株式会社コンバージョン 10,253

有限会社フュービィ 6,726

ケー・エム・テクノロジー株式会社 5,484

株式会社グローバルシンキング 4,599

その他 97,550

合計 140,857

ハ．未払費用

相手先 金額（千円）

従業員給与 42,607

従業員賞与 51,000

合計 93,607

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 　３月１日から２月末日まで

定時株主総会 　５月中

基準日 　２月末日

剰余金の配当の基準日
８月31日

 　　 ２月末日

１単元の株式数 －

単元未満株式の買取り  

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により、電子公告に

よることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載URL

http：//www.jmtech.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第15期）（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）平成22年５月19日福岡財務支局長に提出。

　

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成22年５月19日福岡財務支局長に提出。

　

(3）四半期報告書及び確認書

（第16期第１四半期）（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）平成22年７月15日福岡財務支局長に提

出。

（第16期第２四半期）（自　平成22年６月１日　至　平成22年８月31日）平成22年10月15日福岡財務支局長に提

出。

（第16期第３四半期）（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）平成23年１月14日福岡財務支局長に提

出。

　

(4）臨時報告書

平成22年４月15日福岡財務支局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定（吸収

合併に関する決定）に基づく臨時報告書であります。

　

平成23年５月19日福岡財務支局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項９号の４の規定（監査公認会計士等の異動）に基づく臨時報告

書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成22年５月19日

ジェイエムテクノロジー株式会社   

 取　締　役　会　　御　中

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐伯　　剛　　印

 
指定社員

業務執行社員 
 公認会計士 淺野　禎彦　　印

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るジェイエムテクノロジー株式会社の平成21年3月1日から平成22年2月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェイエ

ムテクノロジー株式会社及び連結子会社の平成22年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年4月15日開催の取締役会において、平成22年6月1日を合併期日と

して100％子会社である株式会社ソフトラインの吸収合併を決議し、同日付で合併契約を締結した。
　
＜内部統制監査＞　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ジェイエムテクノロジー株式会

社の平成22年2月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統

制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明する

ことにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能

性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、ジェイエムテクノロジー株式会社が平成22年2月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成23年５月20日

ジェイエムテクノロジー株式会社   

 取　締　役　会　　御　中

 有限責任 あずさ監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐伯　　剛　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員　

 公認会計士 淺野　禎彦　　印

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るジェイエムテクノロジー株式会社の平成22年3月1日から平成23年2月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェイエ

ムテクノロジー株式会社及び連結子会社の平成23年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
＜内部統制監査＞　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ジェイエムテクノロジー株式会

社の平成23年2月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統

制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明する

ことにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能

性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、ジェイエムテクノロジー株式会社が平成23年2月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成22年５月19日

ジェイエムテクノロジー株式会社   

 取　締　役　会　　御　中

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐伯　　剛　　印

 
指定社員

業務執行社員 
 公認会計士 淺野　禎彦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ジェイエムテクノロジー株式会社の平成21年3月1日から平成22年2月28日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェイエムテ

クノロジー株式会社の平成22年2月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年4月15日開催の取締役会において、平成22年6月1日を合併期日と

して100％子会社である株式会社ソフトラインの吸収合併を決議し、同日付で合併契約を締結した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成23年５月20日

ジェイエムテクノロジー株式会社   

 取　締　役　会　　御　中

 有限責任 あずさ監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員　

 公認会計士 佐伯　　剛　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員　 

 公認会計士 淺野　禎彦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ジェイエムテクノロジー株式会社の平成22年3月1日から平成23年2月28日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェイエムテ

クノロジー株式会社の平成23年2月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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